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i-BOSAI：誰一人取り残さない防災

ートを協議するためのケアプラン調整会議を
地区で開催し，D）当事者・家族が同席のも
と必要な配慮の内容（ニーズ）とサポートの
マッチングをその場で行い，E）災害時ケア
プランとして当事者・家族の同意を得る，こ
れにもとづいてF）当事者参画型の避難訓練
で災害時ケアプランのシミュレーションを実
施し，G）実施後にプランの改善を検討する
といった７段階である。36の自治体につい
て，それぞれの達成度を評価した。
上記の７項目を推進するうえで重要だと考

えられるポイント（説明変数）として26項目

を設定した。これらは，兵庫県福祉士会のソ
ーシャルワーカー（事業を実施した36の市町の
担当者や当事者・家族，地域の自治会・町内会の関
係者との折衝にあたった）や，人と防災未来セ
ンターの研究員とのブレインストーミングか
ら編み出したものである。これら26項目は，
大別すると，①住民の防災意識，②当事者の
参画，③住民の自主性・主体性，④行政の福
祉・防災部局の恊働によるサポート体制，⑤
行政や住民組織内のつなぎ役の存在などを測
定するように設計されている。
36の市町での事業評価の聞き取り調査結
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果をもとに，どのようなポイント（説明変数群）
が事業の進捗（従属変数群）に有効であるのか
について多変量による解析（非線形正準相関分
析）を行った（図１参照）。
その結果，「②当事者の参画」の保証が事
業進捗評価の７項目中６項目の達成と関連し
ていた。一方，評価項目B（福祉専門職が災害
情報サイトや自治体のハザードマップを利用して当
事者・家族に脅威の理解を促した）が達成される
ためには，「④行政の福祉・防災部局の恊働
によるサポート体制」の実現と，その素地と
しての「①住民の防災意識」の高さが関係し
ていることが明らかになった。誰一人取り残
さない防災の実現のためには，当事者・家族
の参画を重視する福祉マインド，住民の防災
意識を高める防災マインド，そしてそれぞれ
のマインドを連結するガッツがなにより重要
なのだ8。
内閣府では，2019（令和元）年台風19号等
を踏まえた高齢者等の避難に関する検討を
2019年度から翌2020年度にかけて継続させ
た。この検討会の中間とりまとめでは，個別
計画に関する制度面での対応の方向性とし
て，災害対策基本法の改正などをつうじて制
度的な位置づけを明確化させることが必要で
あるとした。そして個別計画づくりの具体的
なしくみとして「関係者のうち，特に介護支
援専門員や相談支援専門員は，避難行動要支
援者のうち介護保険サービス等の利用者につ
いて，日頃からケアプラン等の作成を通じて，
避難行動要支援者本人の状況等をよく把握し
ており，信頼関係も期待できることから，個
別計画策定の業務に，福祉専門職の参画を得
ることが極めて重要」9であると，別府市や

兵庫県でのi-BOSAIのとりくみをふまえた言
及がなされた。このような国の方針の転換を
追い風に，災害時の要配慮者問題解決のゲー
ムチェンジャーとしてi-BOSAIは，さらに多
くの地域での社会実装が見込まれている。
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